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ダムの管理区域にある一般利用施設等に係る安全利用点検の実施について

ダムの管理区域は、水源地域における水と緑の貴重なオープンスペースとして、また、
上下流交流等の拠点として、多くの人々に利用されている。平成12年度に実施した「ダム
湖利用実態調査」においても、国土交通省の直轄管理ダム及び水資源開発公団が管理する
91のダムにおいて、年間約1,320万人の利用が報告されたところである。
国土交通省では、平成４年度に「地域に開かれたダム」の創設、平成13年度には「水源

地域ビジョン」の策定を進めるなど、ダムを核とした水源地域の活性化に資するための施
策を講じている。
このため、ダムの管理者においては、従前より管理区域の巡視及びダム及び関連施設等

の点検に務めているところであるが、今後、一般利用者の増加及び利用形態の多様化を踏
まえ、一層の利用者の立場での安全性確保という視点をダム管理者の行う巡視及び点検に
取り入れていくことが重要である。
ついては、各ダムの一般利用が本格化する時期までに、別添「一般利用施設等の安全利

用点検に関する実施要領」に基づき、各ダムごとに安全利用点検に関する「実施計画」を
定め、一般利用施設等に対する安全利用点検を行うとともに、その結果について報告され
たい。
なお、管轄区域内の利水ダムの管理者に対しても上記の主旨を周知するとともに、必要

に応じて安全利用点検が実施されるよう要請されたい。

注１） は北海道開発局、各地方整備局、沖縄総合事務局、水資源開発公団宛て
の場合。都道府県宛ての場合は、「実施するとともに、その結果について地方整備
局等を経由して報告されるようお願いする。」

注２） は北海道開発局、各地方整備局、沖縄総合事務局宛ての場合。都道府県
宛ての場合は、「要請をお願いする。」

注３） は水資源開発公団宛ての場合は、記載無し。
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【別 添】

一般利用施設等の安全利用点検に関する実施要領

（目 的）
第１条 この実施要領は、ダムの管理者（以下「ダム管理者」という。）が、その管理す
る区域（以下「管理区域」という。）内の土地及び施設を対象として行う安全利用点検
（一般利用者の安全を確保する観点による点検をいう。）に関し必要となる事項を定め、
安全利用点検の円滑な実施を図り、もって一般利用者の安全確保及び一般利用を促進し、
適正なダム管理に資することを目的とする。

（適 用）
第２条 この実施要領は、ダム管理者が管理区域内の土地及び施設を対象として実施する
安全利用点検に適用する。

（対象区域）
第３条 安全利用点検の対象とする区域（以下「対象区域」という。）は、原則として管
理区域から次に掲げる区域を除いた区域とする。
一 一般利用者の立ち入りを禁止している区域。
二 自然河岸を形成している区域。
三 貯水池の湖面。
四 貯水池の湖岸部分の区域のうち、現に一般の利用が行われ又は行われる可能性のあ
る区域を除く区域。

（重点区域）
第４条 ダム管理者は、安全利用点検の実施にあたっては、あらかじめ一般の利用状況等
を考慮して、対象区域のうち重点的に安全利用点検を行う区域（以下「重点区域」とい
う。）を設定するものとする。

２ ダム管理者は、前項の規定に基づき、重点区域を設定するときは、占用者又は第10条
第２項に規定する利用者から意見を聴くものとする。

３ 前項でいう占用者とは、河川法（昭和39年７月10日法律第167）第24条の許可を受け
て、管理区域内の土地の一部を占用している者又はダム管理者とあらかじめ管理に関す
る協定を締結して、管理区域の一部を管理している者をいう。

（対象施設等）
第５条 安全利用点検は、現に一般の利用に供され又は一般の利用に供されることが予想
される土地及び施設（以下「一般利用施設等」という。）を対象として行うものとする。

（実施時期及び頻度）
第６条 ダム管理者は、ダム管理上の特性及び一般の利用状況等を考慮して、利用が増加
すると予想されるときまでに、安全利用点検を実施するものとする。

２ 前項の安全利用点検は、原則として１年に１回以上実施するものとする。

（公 開）
第７条 ダム管理者は、安全利用点検を公開によって実施するものとする。

（実施主体）
第８条 安全利用点検は、ダム管理者が実施するものとする。

（２）



２ ダム管理者は、対象区域内に占用者の管理する区域（以下「占用区域」という。）が
あるときは、前項の規定に関わらず占用区域に係る安全利用点検は、占用者と共同して
実施するものとする。ただし、占用区域内にある一般利用施設等のうち、占用者自らが
設置した施設については、占用者が安全利用点検を実施するものとする。

（他の工作物管理者との協議）
第９条 ダム管理者は、他の工作物の管理者が管理する土地及び施設（以下「他の管理施
設等」という。）が重点区域と隣接している場合において、他の管理施設等と一体的に
安全利用点検を行う必要があると認めるときは、あらかじめ他の工作物の管理者と協議
して、安全利用点検を実施することができる。

（利用者の視点）
第10条 ダム管理者は、第４条に規定する重点区域に係る安全利用点検にあたっては、利
用者の視点を取り入れるものとする。

２ ダム管理者は、前項の規定によるときは、利用者によって構成される組織がある場合
はこれと連携して、組織がない場合はダム管理者が選任した利用者の代表の協力を得て
行うものとする。

（専門技術者の参加）
第11条 ダム管理者は、一般利用施設等のうち、技術的又は構造的に特殊な施設等（以下
「特殊施設等」という。）がある場合は、安全利用点検の実施にあたっては、専門技術
者の参加を要請するものとする。
ただし、専門技術者によって、特殊施設等の定期点検が既に実施されている場合又は

別に点検を実施する予定のある場合はこの限りでない。

（安全利用点検の方法）
第12条 ダム管理者は、あらかじめ一般の利用状況及びその動向並びに過年度の巡視・点
検結果に基づいて、第５条に規定する一般利用施設等に関する安全利用点検の項目を定
めるものとする。

２ 安全利用点検は、前項に規定する項目について、一般利用上の危険又は支障の有無を
目視又は指触若しくは簡易な計測によって行うものとする。また、通常の利用に対する
安全性を現地において併せて確認するものとする。

３ ダム管理者は、前条に規定する専門技術者の参加を要請する場合は、専門技術者の意
見を聴いて安全利用点検の方法を定めるものとする。

（実施計画）
第13条 ダム管理者は、安全利用点検の実施にあたっては、あらかじめ第３条から前条ま
での規定に基づき、その内容を記載した実施計画を策定するものとする。

（安全利用点検に基づく措置）
第14条 ダム管理者は、安全利用点検の結果、一般の利用に対する危険又は支障があると
認められる一般利用施設等があるときは、速やかに必要な改善措置を講ずるものとする。
ただし、ダム管理者は、前項の規定による改善措置の実施に日時を要する場合は、改

善措置が実施されるまでの間においては、一時的な利用の制限又は立ち入り禁止等の必
要な措置を講ずるものとし、併せてその旨を一般に周知するものとする。

（記録の作成）
第15条 ダム管理者は、安全利用点検の結果を別記様式（略）に記録するものとする。
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